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はじめに（Ｐ３～） 
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１．我が国のエネルギー需給構造が抱える課題（Ｐ６～） 

（２）東京電力福島第一原子力発電所事故及びその前後から顕在化してきた課題（Ｐ８～） 

（１）我が国が抱える構造的課題（Ｐ６～） 

・原発の安全性に対する懸念及び行政・事業者に対する信頼の低下。 

・化石燃料依存の増大による国富の流出、中東依存の拡大、電気料金の上昇、我が国の温室効果ガス排出量
の急増。 

・東西間の電力融通、石油等緊急時供給体制などの構造的欠陥の顕在化。 

・需要家の節電行動など需要動向の変化。 

・シェールガスの生産拡大などによる北米エネルギー供給の自立化とエネルギーコストの国際間格差の  

 拡大。 

化石燃料の大宗を海外に頼る我が国にとって、エネルギー安全保障は常に大きな課題。 

本計画は、中長期（今後２０年程度）のエネルギー需給構造を視野に、２０１８年～２０２０年までを集中改革期
間と位置付けて、政策の方向を明示。 

東京電力福島第一原子力発電所事故で被災された方々の心の痛みにしっかりと向き合い、寄り添い、福島の
復興・再生を全力で成し遂げる。震災前に描いてきたエネルギー戦略は白紙から見直し、原発依存を可能な限
り低減する。ここが、エネルギー政策を再構築するための出発点。 

 

・海外からの資源に大きく依存し、中東情勢等の変化に左右されやすい国内供給体制。 
・人口減少、技術革新等による中長期的なエネルギー需要構造の変化。 
・新興国の需要拡大等による資源価格の不安定化と世界の温室効果ガス排出量増大。 



２．エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針（Ｐ１５ ～） 

（１）エネルギー政策の原則と改革の視点（P１５～） 

 

①エネルギー政策の基本的視点（３Ｅ＋Ｓ）の確認 
  

“３Ｅ＋Ｓ” 

 

   「安定供給（エネルギー安全保障）」 

 

   「コスト低減（効率性）」 

 

   「環境負荷低減」 

 

   「安全性」 

 

 

② “多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の構築と政策の方向 

・各エネルギー源の強みが活き、弱みが補完される、強靱で、現実的かつ多層的な供給構造の実現。 

・制度改革を通じ、多様な主体が参加し、多様な選択肢が用意される、より柔軟かつ効率的なエネルギー需
給構造の創出。 

・海外の情勢変化の影響を最小化するための国産エネルギー等の開発・導入の促進による自給率の改善。 
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＋ 

「国際的視点」 
・国際的な動きを的確に捉えたエネルギー政
策の確立。 
・海外事業の強化によるエネルギー産業の国
際化。 

 
「経済成長」 
・立地競争力強化のためのエネルギー需給構
造の改革。 
・経済成長の起爆剤となるエネルギー市場の
活性化。 



２．エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針 
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（２）各エネルギー源の位置付け（P１９～） 

１）再エネ（太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス・バイオ燃料） 
温室効果ガス排出のない有望かつ多様で、重要な低炭素の国産エネルギー源。３年間、導入を最大
限加速。その後も積極的に推進。 
地熱・一般水力は、ベースロード電源。 
太陽光・風力は、発電出力が安定しないことから、天然ガス、石油などの調整電源との組み合わせが必要。 
再生可能エネルギー等関係閣僚会議を創設し、政府の司令塔機能強化、関係省庁間連携を促進。 
これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準※を更に上回る水準の導入を目指し、エネルギーミックスの検討に当たっては、こ
れを踏まえる。 

         ※「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（２０２０年１３．５％（１，４１４億kWh））、 
           「２０３０年のエネルギー需給の姿」（２０３０年約２割（２，１４０億kWh））    

２）原子力： 低炭素の準国産エネルギー源として、優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コストが低廉で
変動も少なく、運転時には温室効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、エネル
ギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源。 

いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の下、原発の
安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、規制委員会により世界で最も厳しい
水準の規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原発の再稼働を進める。 

         原発依存度については、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電所の効率化などによ
り、可能な限り低減させる。その方針の下で、我が国の今後のエネルギー制約を踏まえ、安定供給、
コスト低減、温暖化対策、技術・人材維持等の観点から、確保していく規模を見極める。 

３）石炭：  安定性・経済性に優れた重要なベースロード電源として再評価されており、高効率火力発電 の有効利
用等により環境負荷を低減しつつ活用していくエネルギー源。 

４）天然ガス：ミドル電源の中心的役割を担う、今後役割を拡大していく重要なエネルギー源。 

５）石油：  運輸・民生部門を支える資源・原料として重要な役割を果たす一方、ピーク電源としても一定の機能を
担う、今後とも活用していく重要なエネルギー源。 

６）LPガス： ミドル電源として活用可能であり、平時のみならず緊急時にも貢献できる分散型のクリーンな    ガス体
のエネルギー源。 



２．エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針 
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（２）各エネルギー源の位置付け（P１９～） 

○政策の時間軸とエネルギーミックスの関係 
エネルギーミックスについては、各エネルギー源の位置付けを踏まえ、原子力発電所の再稼働、固定
価格買取制度に基づく再生可能エネルギーの導入や国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）な
どの地球温暖化問題に関する国際的な議論の状況等を見極めて、速やかに示すこととする。 
政府は、本計画で示された詳細な課題に取り組むための体制を早急に整え、検討を開始する。 



（２）徹底した省エネルギー社会の実現と、スマートで柔軟な消費活動の実現（Ｐ３３～） 

（１）安定的な資源確保のための総合的な政策の推進（Ｐ２８～） 

３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策（Ｐ２８～） 

・資源国等との人材育成分野等を含む多面的資源外交の推進と、リスクマネー供給拡大などによる北    米・ロ
シア・アフリカ等における上流進出・供給源多角化の推進。 

・価格や権益獲得等で交渉力の強化を図る包括的な事業連携等の新しい共同調達を後押しすべく、ＪＯＧＭＥＣ
による出資や債務保証の優先枠を効果的に活用するとともに、仕向地条項の撤廃等を実現。 

・シェールガス生産が拡大する北米からのＬＮＧ供給や取引条件の多様化の推進、アジアの消費国間の連携等
を通じて、日本を中心としたアジア地域大の安定的で柔軟なＬＮＧ需給構造を将来的に実現。 

・将来の国産資源の商業化に向けて、メタンハイドレート、金属鉱物等海洋資源の開発を加速。 

・鉱物資源の安定供給確保に不可欠なリサイクルの推進及び備蓄体制の強化等。 

①各部門における省エネの強化 

・省エネルギーの取組を部門ごとに加速すべく、目標となりうる指標を策定。 

・業務・家庭部門：業務・家庭部門の省エネ強化のため、トップランナー制度の対象の拡大を進めるとともに、２
０２０年までに新築住宅・建築物について段階的に省エネルギー基準の適合を義務化。 

・運輸部門：交通流の円滑化により自動車の実効燃費等を改善するため、自動運転システムを可能にする高度
道路交通システム（ITS）を推進。 

・産業部門：省エネルギー効果の高い設備への更新を促進するため、製造プロセスの改善を含む省エネ投資促
進支援策を推進。 

②多様な選択肢から需要家が自由に選択することで供給構造に影響を与える消費活動の実現 

・定量的に需要の抑制ができる仕組み等を構築するため、ディマンドリスポンスの手法を確立するとともに、２０
２０年代早期にスマートメーターを全世帯・全事業所に導入。 5 



機密性○ 機密性○ 

（３）再生可能エネルギーの導入加速～中長期的な自立化を目指して～（Ｐ３７～） 
３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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・２０１３年から３年程度、導入を最大限加速、その後も積極的に推進。 

・再生可能エネルギー等関係閣僚会議を創設し、政府の司令塔機能強化、関係省庁間連携を促進。 

・これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準を更に上回る水準(注)の導入を目指し、エネルギーミックス

の検討に当たっては、これを踏まえる。 

・固定価格買取制度の安定的かつ適正な運用や、環境アセスメントの期間短縮化等の規制緩和等を今後も推進す

るとともに、低コスト化・高効率化のための技術開発、大型蓄電池の開発・実証や送配電網の整備などの取組を

積極的に推進。 

 

①風力・地熱の導入加速に向けた取組の強化 

【陸上風力】 

環境アセスメントの迅速化、地域内送電線整備を担う事業者の育成、広域的運営推進機関が中心となった地域

間連系線の整備、大型蓄電池の開発・実証、規制・制度の合理化等を推進。 

【洋上風力】 

世界初の本格的な事業化を目指し、福島県沖や長崎沖で浮体式洋上風力の実証を進め、２０１８年頃までにで

きるだけ早く商業化。 

【地熱】 

 投資リスクの軽減、環境アセスメントの迅速化、地域と共生した持続可能な開発等を推進。 

 

（注）２００９年８月に策定した「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（２０２０年の発電電力量のうちの再生可能エ
ネルギー等の割合は１３．５％（１，４１４億kWh））及び２０１０年６月に開催した総合資源エネルギー調査会総合

部会・基本計画委員会合同会合資料の「２０３０年のエネルギー需給の姿」（２０３０年の発電電力量のうちの再
生可能エネルギー等の割合は約２割（２，１４０億kWh））。 



機密性○ 機密性○ 

（３）再生可能エネルギーの導入加速～中長期的な自立化を目指して～ 
３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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②分散型エネルギーシステムにおける再生可能エネルギーの利用促進 

【木質バイオマス等】 

大きな可能性を有する未利用材の安定的・効率的な供給により、木質バイオマス発電・熱利用を、森林・林業施

策等や農山漁村再生可能エネルギー法等を通じて積極的に推進。 

【小水力発電】 

河川法改正で水利権手続の簡素化等が図られたところであり、今後、積極的な導入拡大を目指す。 

【太陽光】 

遊休地や学校、工場の屋根の活用など、地域で普及が進んでおり、引き続き、こうした取組を支援。 

【再生可能エネルギー熱】 

熱供給設備の導入支援や蓄熱槽源の複数の熱利用形態の実証の実施。 

 

③固定価格買取制度の在り方 

・固定価格買取制度等について、コスト負担増や系統強化等の課題を含め諸外国の状況等も参考に、再エネの最

大の利用促進と国民負担抑制を最適な形で両立させる施策の組合わせを構築することを軸に総合的に検討。 

 

④福島の再生可能エネルギー産業拠点化の推進 

・産業技術総合研究所「福島再生可能エネルギー研究所」を開所するなど、再生可能エネルギー産業拠点化を推

進。 



機密性○ 機密性○ 

（４）原子力政策の再構築（Ｐ４１～） 

３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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①福島の再生・復興に向けた取組 

・福島の再生・復興に向けた取組はエネルギー政策の再構築の出発点。 

・廃炉・汚染水対策は、世界にも前例のない困難な事業。国が前面に立ち、一つ一つの対策を着実に履行する不
退転の決意を持って取組を実施。 

・国の取組として、廃炉・汚染水対策に係る司令塔機能を一本化し、体制を強化。予防的・重層的な廃炉・汚染水
対策を着実に進めるため、技術的観点から支援体制を強化。 
・賠償や除染・中間貯蔵施設事業などについて、「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」（２０１３ 
  年１２月閣議決定）」において、国が前面に出る方針を具体的に明確化。福島の再生のために必要な 
  すべての課題に対して、国も東京電力も、なすべきことは一日でも早く、という姿勢で取組を実施。 
・加えて、東京電力福島第一原子力発電所の周辺地域において、廃炉関連技術の研究開発拠点やメン  
  テナンス・部品製造を中心とした生産拠点も必要となりえることから、こうした拠点の在り方について地  
  元の意見も踏まえつつ、必要な検討を実施。 
 

②原子力利用における不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立 

・原子力の「安全神話」と決別し、世界最高水準の安全性を不断に追求。 

・原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊
重し原子力発電所の再稼働を進める。その際、国も前面に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう、
取り組む。 

・事業者は、リスクマネジメント体制を整備し客観的・定量的リスク評価手法を実施。 

・国は、競争が進展した環境においても、円滑な廃炉、迅速な安全対策、安定供給への貢献といった課題に対応
できるよう、事業環境の在り方を検討。 

・原子力損害賠償制度の見直しは、エネルギー政策を勘案しつつ、福島賠償の実情等を踏まえ総合的に検討。
また、ＣＳＣ締結に向け作業を加速化。 

・原子力災害対策の強化に加え、関係自治体の避難計画の充実化を支援。 



機密性○ 機密性○ 

 （４）原子力政策の再構築 
３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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 ③対策を将来へ先送りせず、着実に進める取組 

 １）使用済燃料問題の解決に向けた取組の抜本強化と総合的な推進 

・国が前面に立って、高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組を推進。 

・将来世代が最良の処分方法を選択できるよう、可逆性・回収可能性を担保。 

・直接処分など代替処分オプションに関する調査・研究を推進。 

・処分場選定では国が科学的見地から説明し、また、地域の合意形成の仕組みを構築することとし、「特定放射性
廃棄物の最終処分に関する基本方針（２００８年３月閣議決定）」の改定を早急に実施。 

・新たな中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進、政府の取組を強化。 

・放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発を推進。 
 
 ２）核燃料サイクル政策の推進 

・関係自治体や国際社会の理解を得つつ、核燃料サイクルを推進するとともに、中長期的な対応の柔軟性を保持。 

・平和利用を大前提に、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則を引き続き堅持し、これを実効性あるも
のとするため、プルトニウムの回収と利用のバランスを十分に考慮しつつ、プルトニウムを適切に管理・利用。 

・米仏等と国際協力を進め、高速炉等の研究開発を推進。 

・もんじゅは、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のための国際的な研究拠点と位置付
け、過去の反省の下、あらゆる面で徹底的な改革を行い、もんじゅ研究計画に示された成果の取りまとめを目指
し、克服すべき課題について、国の責任の下、十分な対応を進める。 

  
④国民、立地自治体、国際社会との信頼関係の構築 

・原発事故を踏まえ、科学的根拠や客観的事実に基づくきめ細やかな広聴・広報を実施。 

・原発の稼働状況等も踏まえ、地域の実態に即した立地地域支援対策を推進。 

・事故の経験から得られた教訓に基づき安全性を高めた原子力技術を提供し、世界の原子力安全、核不拡散及
び核セキュリティに貢献するとともに、原子力新規導入国の人材育成・制度整備支援等を拡充。 



機密性○ 機密性○ 

（６）市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進（Ｐ５２～） 

（５）化石燃料の効率的・安定的な利用のための環境の整備（Ｐ４９～） 

３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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①高効率石炭・ＬＮＧ火力発電の有効活用の促進 

・環境アセスメント期間を短縮するとともに、次世代高効率石炭火力発電技術（ＩＧＣＣ等）の開発・実用化、二酸化
炭素回収貯留（ＣＣＳ）技術を推進。 

・我が国の先端的な高効率石炭・ＬＮＧ火力発電の輸出を促進。 

 
②石油・ＬＰガス産業の市場構造・事業基盤の再構築 
・ガソリン等の需要の構造的な減少に対応するため、資本の壁を超えた石油コンビナート事業再編・設備最適化、
石油化学や電力等他事業分野への進出強化等による石油産業の経営基盤・競争力の強化。 
・ＳＳやＬＰガス事業者の経営基盤強化・事業多様化や、公正・透明な取引構造の確立。 

①電力システム改革の断行 

・安定供給の確保と料金の最大限の抑制等を実現すべく、既に法定されたスケジュールに従い、広域系統運用の
拡大、小売及び発電全面自由化、法的分離による送配電部門の一層の中立化を断行し、需要者が様々なサー
ビスを選択できる市場を実現。 

・全面自由化の下でも、電力の安定供給を確保するため、系統運用者による調整電源の調達の枠組みや、小売
事業者に対する供給力確保義務、広域的運営推進機関による発電所建設者募集の仕組みを導入。 

 

②ガスシステム改革及び熱供給システム改革の推進 

・電力システム改革と相まって、小売の全面自由化、供給インフラのアクセス向上・整備促進や簡易ガス事業制度
の見直しなどガスシステム全体の改革を推進。 

・地域等における熱電一体利用等による熱の一層の多様かつ有効な利用を推進するため、制度改革を含め、熱
供給事業の在り方を見直し。 



機密性○ 機密性○ 

（８）安定供給と地球温暖化対策に貢献する水素等の新たな二次エネルギー構造への変革（Ｐ６３
～） 

（７）国内エネルギー供給網の強靱化（Ｐ５５～） 
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３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 

・産油国・周辺国との連携も含めた石油・ＬＰガス備蓄体制・危機対応の強化。 
・石油コンビナート・ＳＳ・ＬＰガス充填所の災害対応力強化や、関係省庁間の連携による緊急時対応制度の整
備・訓練体制の確立、重要インフラを含む需要家による備蓄の充実。 
・広域的運営推進機関が中心となった東西の周波数変換設備や地域間連系線等の送電インフラの増 
  強、地域における電源の分散化などの電力供給の強靱化の推進。 
・天然ガス基地間での補完体制の強化・パイプライン整備や都市ガスの耐震化の推進。 
・自治体等との連携を含む地域政策として、過疎地におけるＳＳ等の燃料供給機能を維持。 

①コージェネレーションの推進や蓄電池の導入推進 
・コジェネ発電による電気の取引円滑化等の検討。 
②自動車等の分野において需要家が多様なエネルギー源を選択できる環境整備の促進 
・電気等を動力源とする次世代自動車の新車販売台数を２０３０年に５割から７割まで拡大。 
③“水素社会”の実現に向けた取組の加速 
・定置用燃料電池について、家庭用（エネファーム）は２０３０年に５３０万台導入することを目標に、市場自立化に
向けた導入支援や技術開発・標準化を通じたコスト低減を促進。業務・産業用も早期実用化を目指し技術開発
や実証を推進。 
・２０１５年から商業販売が始まる燃料電池自動車の導入を推進するため、規制見直し等によって同年内に水素
ステーション１００ヶ所整備の目標を達成するとともに、低コスト化のための技術開発等によりステーションの整
備を促進。 
・水素発電等の利用技術の実用化や、水素の製造から貯蔵・輸送に関する技術開発等の着実な推進。 
・“水素社会”の実現に向けたロードマップを本年春を目途に策定し、その実行を担う産学官による協議会を早期
に立ち上げ。 



機密性○ 機密性○ ３．エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
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（９）市場の統合を通じた総合エネルギー企業等の創出と、エネルギーを軸とした成長戦略 
   の実現（P６８～） 

①電力システム改革等の制度改革を起爆剤とするエネルギー産業構造の大転換 

・電力・ガスシステム改革等により、相互市場参入や異業種からの参入を促進することで、産業構造を変革し、
エネルギー市場を活性化。 

②総合的なエネルギー供給サービスを行う企業等の創出 

・新たな競争環境の整備による、経営基盤の強化された総合エネルギー企業の創出。 

・スマコミを全国に普及するため、地域実証事業で確立されつつある通信インターフェイス等の基盤技術やノウ
ハウの普及、セキュリティ等の他のサービスとの融合等を推進。 

③エネルギー分野における新市場の創出と、国際展開の強化による成長戦略の実現 

・異分野の技術革新を取り込み、エネルギー分野の新市場を創出。 

・蓄電池や燃料電池など我が国がリードする先端技術の市場を拡大。 

・高効率火力発電、再エネ・省エネ技術、原子力等のインフラ輸出を官民の力を結集しつつ促進。 

・アジアのLNG導入に向けた制度・インフラ整備への技術面等での協力や、石油コンビナート事業の 

  海外展開など、世界のエネルギー供給事業への積極的な参画。 

 
 （１０）総合的なエネルギー国際協力の展開（P７３～） 
 

 需給構造安定化のためのエネルギー国際協力体制の拡大・深化 

・ＩＥＡ、ＩＡＥＡ等の多国間エネルギー協力を強化するとともに、特にアジア・太平洋地域において、ＥＲＩ 

  Ａを中核機関としつつ、ＥＡＳを域内のエネルギー安全保障を確保する枠組みとして活用。 

・二国間エネルギー協力を強化し、特に日米については、クリーンエネルギー・原子力に加え、ＬＮＧ活 

  用を含めたなど総合的な協力関係への拡大を目指す。 

 

 

 



機密性○ 機密性○ 
４．戦略的な技術開発の推進（Ｐ７３～） 
（エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進するために重点的に研究
開発するための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及び施策） 
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・技術開発ロードマップを本年夏までに策定。 

・蓄電池・燃料電池の低コスト化、石炭・ＬＮＧ火力発電等の高効率化、核燃料廃棄物減容化・有害度低減技

術、水素の貯蔵・輸送技術、核融合や宇宙太陽光など革新的技術開発に取り組む。  

５．国民各層とのコミュニケーションとエネルギーに関する理解の深化（Ｐ７５～）  
（エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進するために必要な事項） 

①エネルギーに関する国民各層の理解の増進 

②双方向的なコミュニケ－ションの充実  
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